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表 1. 「フォーラム型」「ダイアローグ型」の概要 





























































の代表的なコミュニティサイトとして、前述の Meetup があり、Meetup で構築する
ようなネットワークは、Event-based social network として、現在、研究が広がって
いる。 
















の分析対象を、日本の IT 業界におけるハイブリットコミュニティとした。 
 
1.2 IT 業界の特徴 
 海外も含めた本研究の分析対象となる IT 業界のコミュニティの特徴を挙げたい。
コミュニティの参加者は、エンジニアやデザイナーなどの技術者が多く、企業特殊性
といった特定の企業のみに特化した技術の存在が比較的少ないということもあり、こ






グ言語であるが、2018 年には 2013 年に比べて Github で Go 言語を利用する月間アク



















1.3 日本の IT 業界におけるコミュニティ 






 コミュニティ活動によく使われるツールとして、Facebook や Twitter などの SNS
や、Q&A サイト、Qiita3などのブログ形式のツールが使われている。これらを使った
オンライン上のコミュニティ活動によって、ネットワークが生成されている。また日
本の特に東京の 23 区地域において、mixi コミュニティとそのオフ会といった、「オ
ンラインコミュニティ」と「オフラインコミュニティ」の入り混じった「ハイブリッ
トコミュニティ」が活発に活動している場合も多い。ハイブリットコミュニティの場



























い側面がある (佐々木ら, 2000)。 
 日本の IT 業界においても、以上のような企業を超えたコミュニティ活動は積極的
に行われている。この傾向は、現在のところ、IT 業界のエンジニアやデザイナーとい
った技術者間に顕著に見られることが示唆されている（畝村, 2019）。 










ィ参加者である（図 1）。本論文のサブタイトルの“Whom”はこの 4 つのステークホ
ルダーを表している。 
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管理者  参加者  
図 1.コミュニティ活動のステークホルダー。サブタイトルの”Whom”はこの
4 ステークホルダーを想定 （出所：筆者作成） 
（出所：厚生労働省平成 27 年転職者実態調査の概況をもとに筆者作成） 













































述べられている（松尾 & 安田, 2007）。また、2000 年以降、Meetup や mixi コミュ
ンティのオフ会といった、SNS のみのコミュニティ活動だけではなくオフラインでの
イベントを開催し、ネットワークを広げようとする Event-based social network に関
する研究が行われている。本研究では、Event-based social network も「オンライ
ン」と「オフライン」の両方のメリットを享受するハイブリットコミュニティと同様





































































H2b : − 
H1b : − H1a : ＋ 
H2a : ＋ 

































ータは、株式会社ビープラウドから、個人情報等を伏せた状態5で、2011 年 10 月から
2019 年 10 月までのデータの提供を受け、分析に利用した。 
 
 データの特徴として、図 4 のようなデータ概要図になっている。データは、ユーザ
ーデータ、グループデータ、イベントデータの大きく 3 つに分類される。ユーザーデ
ータは、connpass の利用登録したユーザー（以下、ユーザー）のデータであり、グ



















たは複数の connpass ユーザーを登録することが可能である。 






 3.2 で述べたデータ概要の具体例として 1 グループをあげたい。Python に関するあ
るグループは、プログラミング言語の Python をテーマとしたグループである。グル










管理者数の増加が 2018 年で 0 になっていることがわかる。また、グループ管理者そ
のグループが主催しているイベントを 1 例としてあげると、“Python 入門者向けの
勉強会”といった Python に詳しくない入門者向けといったイベントを開催してい


































2015 2016 2017 2018
開催イベント数推移










 仮説 1 と仮説 2 をモデル式に表すと式 1 のようになる。式 1 をもとに、これらの因
子の影響と、第三の因子がある場合はそれを明らかにすることを目的とした。これら






能が 2014 年から導入されたことにより、2015 年から年単位でのデータを利用した。
分析単位は、グループとなる。 















  =β1×グループ管理者のコミットメント it	 ＋ 	 β2×企業の関与交差項 it	 	 	 	 	 	 	 	 	
                            ＋ 	 αi	 ＋ 	 ε	
	   
H2. コミュニティの継続性：イベントが継続して開催される 
翌年のイベント開催数 i(t+1) 
  =β1×グループ管理者のコミットメント it	 ＋ 	 β2×企業の関与交差項 it	



















すると、式 2 として記載できる。  




  =β1×グループ管理者のコミットメント it	 ＋β2×企業の関与交差項 it	
  ＋ 	 β3×イベント管理者述べ人数のうちグループ管理者でない数 it	
  ＋ 	 β4×イベント開催数 it	
  ＋ 	 β5×（イベント開催数）2 it	
  ＋ 	 ・・・その他の制御変数・・・ 	
  ＋ 	 αi	 ＋ 	 ε	
	   
H2. コミュニティの継続性：イベントが継続して開催される 
Log(翌年のイベント開催数 i(t+1)) 
  =β1×グループ管理者のコミットメント it ＋β2×企業の関与交差項 it	
  ＋ 	 β3×イベント管理者述べ人数のうちグループ管理者でない数 it	
  ＋ 	 β4×イベント開催数 it	
  ＋ 	 β5×（イベント開催数）2 it 
  ＋ 	 ・・・その他の制御変数・・・ 	
  ＋ 	 αi	 ＋ 	 ε	
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4. 分析および結果 
 本章において、3 章で述べたデータとモデルを使った分析結果について述べる。 
4.1 データ概要 
 本研究のデータは、2011 年 10 月 20 日から 2019 年 10 月 28 日までの connpass の
データにて分析を行なった。データの概要は、表 3 のようになる。2019 年 10 月時点
で、グループ数は、8,423 グループあり、グループに未登録ユーザーも含めると










数が 50 人以内のイベントが多い。 











図 8. 各項目の年推移(出所：connpass データより筆者作成) 
図 7. グループごとの登録ユーザー数(出所：connpass データより筆者作成) 
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4.2 記述統計 





 表 4 が、分析データ項目の記述統計である。イベント開催数が 0 回のグループおよ






 4.3 相関係数 












表 4. 対象データ項目の記述統計 













































 仮説 1 および仮説 2 に対する分析を行い、分析結果を検証する。 
4.4.1 仮説 1 に対する分析 













































表 6. 仮説 1（H1）の固定効果モデルにおけるポアソン分布による回帰分析 
被説明変数は、イベントへの新規参加ユニークユーザー数 
 












 (出所：connpass データより筆者作成) 
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4.4.2 仮説 2 に対する分析 


























た。これは、データを非企業データのみにし、2015 年から 2018 年のアンバランスド



















表 8. 仮説 2（H2）の固定効果モデルにおけるポアソン分布による回帰分析 
被説明変数は、翌年のイベント開催数 
 














表 9. 非企業主体グループデータにおけるポアソン分布による回帰分析 
被説明変数は、翌年のイベント開催数 
 (出所：connpass データより筆者作成) 
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4.5 仮説の検証 



























H1b : − H1a : − 




















4.6.1 仮説 1 のロバストネスチェック 
 2016 年のクロスセクションデータでポアソン回帰分析を行った(表 10)。被説変数








H2b : ＋ H2a : ＋ 
図 10. 仮説 2（H2）の分析結果 
 
企業の関与  









H2b : ＋ 
H1b : − H1a : −
H2a : ＋ 

























表 10. 仮説 1（H1）の 2016 年クロスセクションデータにおけるポアソン分布分析 
被説明変数は、イベントへの新規参加ユニークユーザー数 
 
 (出所：connpass データより筆者作成) 
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4.6.2 仮説 2 のロバストネスチェック 
 仮説 2 に対しても、同様に、2016 年のクロスセクションデータでポアソン回帰分析








表 11. 仮説 2（H2）の 2016 クロスセクションデータにおけるポアソン分布分析 
被説明変数は、翌年のイベント開催数  
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